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1．はじめに －とあるヤングケアラーの訴えとその背景を考える－
「…母と私の疲れ切った様子に，ケアマネジャーさんから在宅介護はもう困難な
段階にきているのではないか，施設入所を考えてはと言われました。でも，私と
しては，できるだけ祖母を一緒に過ごしたいと思い，施設は最後の選択肢にして
おきたかったのです。…（中略）…正直にいいますと，誰かに代わってもらえる
なら代わってほしかったです。しかし，実際には母と2人，代わってくれる人は
いません。（後略）（原文ママ）」（渡辺2014）
上記は日本のとある「ヤングケアラー」（家族のケアを担う若年者）の語り
の一部である。彼は16歳から6年間，母と共に認知症の祖母を在宅介護して
いたが，そのために高校を退学せざるを得ず，その後の進学・就職に大きなハ
ンデを負うことになった。また彼が祖母を介護する過程には，介護の苦労を学
校の教員や友人に理解してもらえないという孤独感，自らの体力の限界と祖母
と一緒に過ごしたいという家族感情とのジレンマ，自分の生活や将来を相談で
きる相手の不在，自分という同居家族の存在による介護保険サービス利用の制
約等の様々な苦難に溢れており，家族介護をめぐる今日の日本の矛盾や課題が
集約されているというべき事例である。
十代の子どもたちが自身の学業や就職を犠牲にしてまでも祖父母のケアを強
いられる背景を慮ると，単に介護者たちから負担を取り除くという課題にとど
まらず，経済的に厳しい環境下で家族によって生かされ，それゆえに家族を大
切にしたいという本人の意思をいかに尊重するかという根深い問題が横たわっ
ていることに気づかされる。合わせて，本人たちの抱える事情に対する周囲の
無理解や，専門職を含め外部の人間たちの適切な介入が難しい点等々，彼らヤ
ングケアラーのために解決を要する課題は少なくない。
これほど極端ではないにしても，介護のために深刻な負担を抱える家族介護
者は数多い。のみならず，同居家族の介護を支援する役割にとどまる介護保険
制度下において，家族介護者が余力のない状況下で要介護者の支援を強いられ
る構造は，介護保険制度が始まって20年近く経過した今日においても全く変
化していない。そればかりか，財政事情の悪化に伴い，家族介護者への負担の
しわ寄せが逆に強化される危機さえ指摘される始末である（藤崎2009）。この
ような袋小路を打開し，家族の被る犠牲を最小限にとどめるため，家族介護者
支援のあり方が日本でも改めて検討されるべきと考える。
このような家族介護者の抱える問題が早くから注目されてきたヨーロッパで
は，1990年代以降さまざまな家族介護者支援政策が整備され始めている。日本
でも国内事情に合わせて類似の政策が導入されるべきと思われるが，導入に当
たっては財政事情のみならずこれまでの歴史的経緯に伴う課題も数多い。
本稿ではまず家族介護者の抱える負担と彼らへの支援に乏しい現状について
概観した後，ヨーロッパにおける介護者支援制度の現状を解説し，また類似の
政策を日本が導入するに当たっての諸課題を整理しながら，問題解決に向けて
の道筋を検討してみたい。
2．家族介護者負担の深刻な現状と支援主体の不在
2－1 介護現場における家族介護者の「多様化」
戦後日本の家族構造や介護慣行の急激な変化に伴って，家族介護者の続柄に
も近年大きな変化が生じている。具体的に言えば，日本のイエ制度に根ざした
「嫁による介護」の慣行が薄まることに伴い，息子・娘・孫等，介護の担い手
の多様化が進んでいる点である。
津止（2015）によれば，1960年代には同居介護者のほぼ半数を「子の配偶
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図1 同居の主たる介護者の続柄別推移
（出典）津止（2015：48）
者（嫁）」が占めていたが，その後一貫して嫁の割合が減少する一方で家族介
護者の多様化が進み，2013（平成25）年の国民生活基礎調査の結果によれば，
介護者の続柄で最も多くを占めるのは妻の26．1％である。以下，娘が15．6％，
夫が14．5％，息子が14．2％，子の配偶者はそれよりも少ない12．8％であり，
現在の日本では嫁による介護が当たり前という認識が全く過去のものであるこ
とが確認できる（図1）。
このような家族介護者の多様化に伴い，本稿冒頭で述べた「ヤングケアラー
問題」のみならず，男性が介護を担うことに伴う課題が多く指摘されている
（津止2010，2015，津止・斉藤2012，春日2015）。春日（2015）が男性介護者
による家庭内暴力の生じる背景に注目する一方，「弱い介護者」としての男性
高齢者に目を向けるのが津止正敏である。後述するように，現在の介護保険制
度の枠組では，同居家族がいる場合に家事援助サービスが利用できないという
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原則があり，介護保険法の過去数度の見直しの際にもこの原則は機械的に適用
されてきた。この様な事情が，家事経験の乏しいゆえの「弱い介護者」として
の男性介護者が浮かび上がる背景となっている（津止2010）。1）
それまで生活スキルの獲得もままならなかった中で，突然家族の介護を強い
られる男性介護者の苦難は想像に難くない。例えば津止（2015）は，慣れない
家事への取り組みのみならず，地域コミュニティとのかかわりも薄く，また家
長としての責任を意識しやすい等の男性としての立場の弱さの他，介護事業者
との交渉・役所での手続き，離職に伴う経済課題や孤立化への対応等，男性介
護者が様々な生活課題を抱えることをふまえ，包括的な家族介護者支援の必要
を訴える。
さらに津止は，介護保険制度によってホームヘルパーの援助を受けやすく
なったことが，男性介護者にとっての困難を表面化した側面もあるという。
具体的には，介護保険制度によって，入浴・排泄・食事介助や移動などの外部
化可能な介護はホームヘルパーの援助で負担の軽減化が図られる一方，外部化
の難しい家事領域において，家事に不慣れな男性介護者の困難が表面化すると
いうことである。現行の介護保険制度では，同居家族がいる場合には要介護者
への家事などの生活援助が利用できない原則がある。その背景には，①家族な
のだから家事ぐらいやるべきだという家族責任主義の規範の存在，及び②同居
している主介護者はその役割を担うに十分な若さ・体力・時間を当然有してい
るという「同居家族モデル」を介護保険制度が前提としているからだと津止は
推測し，これらを脱却するための新しい介護ステージの準備の必要を訴えてい
る（津止2015：50－51）。
2－2 介護現場における「家族」の公的位置づけの変化
ここで，日本の高齢者福祉施策における家族介護者の位置づけが，近年どの
ように変化してきたのかという点について，介護施策研究の蓄積をふまえつ
つ，おおまかにその流れを跡づけてみたい（表1）。
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1973（昭和48）年のオイルショック後の財政危機や人口の高齢化への対策
として「日本型福祉社会論」が打ち出された1970年代の高齢者福祉の動向に
変化が生じたのは1980年代中頃にあると岩間大和子はいう。岩間は，この時
期に急進する核家族化や三世代同居率の低下，女性の社会進出による家族の福
祉・介護機能の低下に伴い，政府が1986（昭和61）年に閣議決定した「長寿
社会対策大綱」のなかで，家族の負担軽減を図る形で在宅福祉サービスの体系
的整備の方針が出されたことが，その最初のステップであると位置づけている
（岩間2003：12）。
また従来，家族介護者のいる世帯に対するホームヘルパーの派遣は認められ
ていなかったが，その後の1989（平成元）年に「老人家庭奉仕員派遣事業運
営要綱」が一部改正され，ホームヘルパーの派遣対象についての記述が「老人
又はその家族が老人の介護サービスを必要とする場合」と変更された。ここで
在宅福祉サービス利用における家族要件の撤廃が図られたことが，制度レベル
年 事 項
1986（昭和61）「長寿社会対策大綱」閣議決定により，家族の負担軽減を図る形での在宅
福祉サービスの体系的整備の方針が初めて示される
1989（平成元） 老人家庭奉仕員派遣事業運営要綱の一部改正
（サービス利用における家族要件の撤廃）
1992（平成4）『ホームヘルプ事業運営の手引き』において「家族支援」が明記される
1994（平成6） 社会保障制度審議会にて，公的介護保険制度の導入が初めて提起される
1995（平成7） 老人保健福祉審議会にて家族介護者への現金給付問題が審議される
2000（平成12） 短期入所サービス規程に「家族の負担軽減」の主旨が盛り込まれる
厚労省通知においてサービス利用における家族要件の再登場
「市町村による介護用品支給」「家族介護者交流事業」「家族介護者ヘルパ
ー受講支援事業」に対する助成を開始
2001（平成13） 前年の3事業に，家族介護者に介護慰労金を支給する「家族介護慰労事業」
等を加えた「家族介護支援事業」が「介護予防・生活支援事業実施要綱」
のなかで設けられる
表1 介護保険制度成立前後における家族介護者の公的位置づけの変遷
（筆者作成）
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において家族介護者の存在がはじめて受容された一つのきっかけとみなすこと
ができる。
1992（平成4）年に作成された『ホームヘルプ事業運営の手引き』（旧厚生
省老人福祉計画課）では，同事業の目的が「日常生活を営むのに支障のある高
齢者本人に対する支援であると共に，家
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（傍点筆者）」
と定められたほか，「同居家族がいることをもって，派遣を行わなかったり，
派遣の優先順位を下げることがあってはならない」と市町村への理解を求めて
いる（藤崎2000a）。
1994（平成6）年の社会保障制度審議会社会保障将来像委員会では，家族に
よる介護・育児力の弱体化を根拠として，公的介護保険制度の導入が初めて明
確に提起されたほか，翌年の同審議会における勧告では，現物給付・現金給
付，あるいはこれらの組み合わせによる介護給付の費用を負担する制度として
の介護保険制度を導入する方向性が提示される。
1995（平成7）年の老人保健福祉審議会では，論点の一つとして一定条件の
もとで家族介護者に現金を支給されるべきかどうかに関する検討が行われた。
しかし，介護者の負担を積極的に評価すべきという積極論の一方，家族の介護
負担を固定化することを危惧する女性委員の反対論や，財政的な負担を危惧す
る旧大蔵省の意向が議論に影響したため，両論併記という形での整理を余儀な
くされた。その後，介護保険法案が審議される中で現金給付を支持する与党議
員から様々な質疑が行われたものの，結局は介護保険法上に現金給付は規定さ
れないこととなった。2）
2000（平成12）年に施行された介護保険法の中には，8条21号の規定（「当
該居宅要介護者等の依頼を受けて，その心身の状況，その置かれている環境，
当該居宅要介護者等及びその家族の希望等を勘案し（以下略）」）を除いては，
家族あるいは家族支援に関する規定を見ることはできない。短期入所サービス
の規程のなかで，「その家族の疾病，冠婚葬祭，出張等の理由により，又は利
用者の家族の身体的及び精神的な負担の軽減を図るため」という部分的表現が
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あるにとどまる（岩間2009）。
一方で2000（平成12）年の厚生労働省通知では，家族要件が再登場する。
「利用者が1人暮らしであるかまたは家族等が障害，疾病等のため利用者や家族
等が家事を行うことが困難な場合」にサービス利用が可能なものと規定される。
ただし「障害や疾病がない場合であっても，同様のやむをえない事情により，
家事が困難な場合」も含むという但し書きが加えられている（藤崎2009）。
この告示の主旨としては，家族の負担軽減を図るという基本理念には変わりは
ないとされつつも，家族介護者による要介護者への家族援助に代替されるため
には特別な理由を必要とする旨を強調する意図があったという（森川2015）。
他方で住民の介護ニーズに現場で対処する市町村の側では，国の立場とは逆
に家族介護者をフォーマルに活用すべき事情が存在した。「介護の社会化」と
いう理想とは裏腹に，介護を担うマンパワーの確保に困難を極めたからであ
る。介護保険制度成立前夜，市町村側から国に対して，過疎地域等のホーム
ヘルパーの確保が困難な地域において，家族介護者にホームヘルパーの資格を
所得させ，給付対象とすべきとの要望が出された。3）旧厚生省はこれを受けて，
離島やへき地等のサービス供給が不足する地域において，ホームヘルパー等の
資格を有する家族に対して例外的に介護給付を認める案を医療保険福祉審議会
に諮問した。このような動きに与党議員らも同調し政府に対して上記主旨の申
し入れを行った結果，市町村が慰労金等の介護者支援事業を行った際に，介護
保険とは別の枠組みで助成し予算措置を行うことを決定した。これが介護保険
制度開始翌年，2001（平成13）年の「介護予防・生活支援事業実施要綱」へと
継承されている。
同要綱において設けられた「家族介護支援事業」は，介護保険の対象者を介
護している家族のニーズに対応して各種のサービスを提供することにより，
「高齢者を介護している家族の身体的・精神的・経済的負担の軽減を図るとと
もに，要介護高齢者の在宅生活の継続，向上を図ること」がその目的として謳
われている。具体的な実施事業としては，家族介護教室，介護用品の支給，家
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族介護者交流事業（元気回復事業），家族介護者ヘルパー受講支援事業，徘徊
高齢者家族支援サービス事業および家族介護慰労事業の6種類となっている。
ここから見てわかるように，これらの事業の主旨は介護者の「慰労」，すなわ
ちねぎらいとしての位置づけでしかないことが確認できる（萩原2002，2005）。
なおこれらの事業のほか，家族介護者を支援する機関として「在宅介護支援
センター（現在の地域包括支援センター）」を挙げることができ，家族介護者
に対する相談・訪問指導等の業務を行っている。
このような介護保険制度成立に至るまでの家族介護者の公的位置づけをふり
かえると，一部要綱の中に家族介護者支援が位置づけられる一方，法律や通知
レベルにおいては家族介護者が明確に位置づけられていないことがわかる。
2010（平成22）年時点での社会福祉関連法における家族介護者の位置づけを
整理した倉田（2010）は，老人福祉法，高齢社会対策基本法，介護保険法，地
域支援事業実施要綱，高齢者虐待防止法の関連各法の中で家族介護者に対する
表現が統一されていないばかりか，その具体的な記述がほとんど見られないこ
とを指摘する。例外的に定められている地域支援事業実施要綱中の「家族介護
支援事業」はあくまで任意事業のひとつとしての位置づけであり，且つ実施の
詳細については現場でその役割を担う市町村に委ねられている実態であること
を問題視する（倉田2010：55）。何より，家族介護者への現金支給を認めない
と当初決められていたものの，ホームヘルパーの確保が難しいからという市町
村の要望を受けて例外的措置としての介護給付を認めざるを得なかった事情を
見ると，なし崩し的に介護サービスの制度化を図らざるを得なかった当時の苦
悩をうかがうことができる。
このように介護保険法をはじめとする日本の法律・規程においては，介護に
おける家族責任をより重視する立場から，家族介護と公的介護との代替条件が
厳しく定められる。それゆえに，「介護の再家族化」（藤崎2008）と呼ぶべき，
サービスの利用抑制や利用者の選抜・切捨てが横行せざるをえず，ましてや家
族介護者をより積極的に支援する志向性はとても薄いものと言わざるを得な
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い。3章では，こうした日本の現状と比較してヨーロッパではどのような制度
的特色が見られるのかについて詳述したい。
3．ヨーロッパにおける介護者支援施策
3－1 介護者の法的定義・位置づけ
家族介護の長い伝統があり，介護保険制度や地域福祉の再構築が近年やっと
動き始めた日本と異なり，ヨーロッパの一部の国々では地域を巻き込む形での
高齢者支援のしくみが確立している。この点は介護者の定義の面にもうかがう
ことができ，例えばスウェーデンではインフォーマル介護者を，①同居介護
者，②非同居介護者，③援助者（非同居介護者ほど頻度が高くなく，最大で週
1回程度支援を行う人）の3つに分類する（藤岡2009）。この分類方法には，
家族介護者に限定せず，近隣者を含めてインフォーマル支援を幅広くとらえよ
うとする志向が確認できる。このように，家族介護者のみならず友人や近隣者
による頻度の低い支援も介護システムの一部として活用する考え方がヨーロッ
パでは一般的なものになりつつある。
ヨーロッパ諸国における高齢者支援システムのもう一つの大きな特徴は，要
介護者である高齢者のみならず，彼らを支援する家族介護者等もフォーマルな
支援の対象として位置づけられている点にある。スウェーデンでは早くから国
家による福祉サービス提供のしくみが整えられてきたが，1990年代以降，介
護現場における家族介護者の果たす役割の重要さが見直されたことに伴い，家
族介護者をどう支援するかに関する検討と実践が進められてきた。これらにつ
いて Twigg & Atkinは，①主たる介護支援者としての介護者，②専門職の共同
者としての介護者，③介護者に援助の対象者と認識する，④介護者と要介護者
を切り離し社会の一市民としてとらえる，という形で介護者支援の4段階を整
理している（Twigg & Atkin1994，木下2007）。
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3－2 ヨーロッパにおける近年の介護者支援施策
このように，要介護者のみならず介護者の人権も尊重する思想が根付いて
いるヨーロッパ諸国の中には，介護者を支援するための具体的施策が確立して
いる国もある。イギリス・ドイツ・スウェーデン三国の事例を紹介する岩間
（2003）によれば，まずイギリスでは，介護者に対する介護選択権を保障する
という理念のもとで，①介護者がアセスメントを受ける権利を保障し，②介護
者に対する直接給付のほか，③短期入所サービスを利用するためのバウチャー
制が導入されているという。ドイツでは，要介護者に対して介護手当を給付す
る制度があり，要介護者はそれを原資として家族・隣人・友人等に介護を依頼
することが可能となっている。
またスウェーデンの場合，公的サービスと家族介護は代替関係でなく補完関
係にあるという理念にのっとり，①介護のために就労できない者を，一定条件
下で地方自治体がホームヘルパーとして雇用する「親族介護ヘルパー制度」，
②（ドイツと同様に）要介護者に対して手当を支給し介護者の確保を容易にす
るための「介護手当」のほか，③親族等を介護するための有給休暇保障が制度
として確立している。
スウェーデンが近年このように家族介護者支援の取り組みを進めている背景
には，1990年代以降の地方自治法の改正とそれに伴う民間委託の進行等の制
度的要因のほか，施設ケアから在宅ケアへの転換，さらには社会格差の広がり
に伴い家族からのインフォーマルケアに依存する高齢者層が拡大したという事
情がある。このような状況下，スウェーデン下の自治体の多くでは「近親介護
コンサルタント」「家族ケアアドバイザー」等の職が配置され，家族介護者の
悩み相談をはじめとする身体・精神的支援に携わるほか，病気や介護の経験談
を交換し合う家族介護者の会に出向き，社会資源の情報交換に加わったり，介
護者の健康管理を行う等の業務を行っているという（大塩2012）。
さらにこのような介護者支援のしくみは，近年より多くの国々で整備が進め
られている。例えば，日本と同様の中福祉国として知られているオーストラリ
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アでも介護者レスパイトプログラムが整えられた。同プログラムのもとに「介
護者支援センター」や「介護者レスパイトセンター」が設置され，要介護者の
みならず家族介護者に対する支援を専門とするセンターが起動している（倉田
2010：55－56）。
これまでヨーロッパの主な介護者支援制度の事例について紹介してきたが，
これらの取組には共通して以下の特徴を見出すことができる。①（要介護者同
様に）家族介護者の QOLや人としての権利を保障すること，②家族介護者の
介護役割の引き受けを自由かつ柔軟化すること，③介護の社会化および家族・
地域・社会との協働関係を構築することという三点である。これら様々な役割
を通して，当該諸国では総合的な家族介護者支援が図られているのである。
4章では，こうしたヨーロッパの介護者支援制度の実績もふまえつつ，日本
において介護者支援施策の導入が遅延しているという問題について，論点整理
をしてみたい。
4．日本の介護者支援施策導入における論点
4－1 日本の介護者支援の現状と課題
このように，ヨーロッパ諸国の中には介護者支援が制度として確立している
国が目立つ一方，日本ではいまだに介護者を支援の対象としてとらえる視点に
乏しい。これまで日本において介護者を支援する発想が弱かった背景は何なの
だろうか。また，今後日本においても介護者に対する配慮が制度として確立す
るためには，どのような課題を乗り越えていかなければならないのだろうか。
当該分野の研究者等の指摘を整理しつつ，これらの問題について考えてみた
い。
森山（2012）は，イギリスやフィンランドの介護者支援の現状と日本とを比
較しつつ，日本における介護者支援が認知症高齢者本人及び介護者が集い交流
するためのカフェ作りや介護教室の開催等，周辺的支援にとどまっている点を
問題視し，より現場レベルで介護の苦労を心身ともに分かち合える仕組みづく
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りの必要を訴える。このように日本における介護者支援の課題を示す研究は他
にも多い。例えば柴崎（2015）は，家族介護者の内訳が嫁から息子・娘・孫等
に多様化する中で，介護に対する周囲からの無理解が介護者本人を苦しめてい
ると指摘する。また介護者の会のメンバーへ質問紙調査を実施した尹（2014）
は，彼らへの支援の不備というレベルにとどまらず，「ケアマネジャーをはじ
め専門職の方々に自分の苦労をわかってもらえない」ことや，「自分の介護上
の悩みを相談できる相手がいない」等，介護現場の悩みを周囲と共有できない
点に不満を有する回答が目立った旨が報告されている。
彼らによる国内の介護者支援の現状報告とヨーロッパにおける介護者支援の
現状を比較したときの相違は，大きく次の二点に集約することができる。第一
点は，介護者本人が自らの抱える心身負担を外部者に理解してもらう機会に乏
しいこと。第二点は，介護手当等の形で明確に介護当事者を経済的に支援する
取り組みが遅れていることである。本節では，以降第一点について主に言及
し，第二点については次の節で詳述することとしたい。
介護者本人が自らの抱える苦労を周囲に理解してもらう機会に乏しい事実の
背後には，以下のような複数の背景を想像することができる。一つには，日本
が超高齢化社会を迎えているにもかかわらず，きわめて短期間に高齢化が進ん
だために高齢者介護の苦労を広く社会で共有し難い社会環境を挙げることがで
きる。重度の介護負担を要する認知症介護の現場のなかで，かろうじて当事者
間の交流が図られるという日本の現状は，超高齢社会という表面的な話はとも
かくとして，ホームヘルパーという専門職利用のレベルでしか「介護の社会化」
が進んでいないことの表れといえる。そのような意味では，前章で紹介した
ヨーロッパの介護者支援の例のように，介護手当等の経済的裏づけも援用しつ
つ，多くの地域住民が高齢者介護への関心を深めるためのしくみづくりを設け
ても良いのではないだろうか。
また介護者本人の苦労が周囲に理解されがたい別の背景として，家族介護者
と福祉専門職との意思疎通の困難にも目が向けられるべきである。例えば，本
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稿冒頭で引用したヤングケアラーの事例では，ケアマネジャーやホームヘルパ
ーの方を相手に「疲れた」とこぼすことはできても，自分の生活や将来につい
ては相談のしようもなかった，という本人の語りが紹介されている（渡辺
2014：34）。この例に限らず，家族介護者の内実が多様化する日本の現状にお
いて，専門職に対する介護者側の相談ニーズが近年拡大の一途をたどっている
ことが想像される。言い換えれば，限られた介護領域の知識・技術面の支援を
行う従来の福祉専門職の役割にとどまらず，生活全域を広くとらえつつ介護者
に適切な支援を行う相談・支援窓口が求められ始めていることを，これらの事
例は暗示しているのではないだろうか。このように考えると，介護現場に介入
する福祉専門職側の訓練や心構えが求められることはもちろん，近年日本でも
普及が進んでいるスクール・ソーシャルワーカーをはじめ，各領域の専門職に
拠る実情把握や連携の重要性があらためて強調されるべきであろう。
このように，家族介護者の内訳が多様化する中で介護者の孤立を防止するた
めには，介護者本人を見守り支援する環境づくりを欠かすことができないが，
他方で日本の現状として，介護手当に代表されるような介護者本人への直接的
支援が後手に回りがちであることが指摘できる。このような事情がなかなか改
善されないことの背景にどんな要因があるのか，次節で考えてみたい。
4－2 「家族介護の固定化」回避のジレンマ
2000年代以降，日本では介護保険制度によって「介護の社会化」が曲がり
なりにも進められてきた。しかし同制度を運営する上での財政事情悪化の事情
から，「介護の再家族化」（藤崎2008）という言葉に象徴されるように，相応の
介護負担を家族側に強いざるを得ない状況に直面せざるを得なくなった。この
ような制度的事情が一因となって家族介護者に多くの負担がしわ寄せされ，介
護者支援という課題が表出していることは，これまで述べた通りである。
家族に対する公的な介護支援は，介護保険制度開始前夜，当時の自由民主党
政調会長の亀井静香が提案した介護手当制度に代表されるように，「日本古来
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の家族介護の美風を守る」という含意からの政策提言が少なからず見られたも
のの，家族介護を固定化し女性への介護負担が強化されるという懸念からの反
対論も根強く（笹谷2005，藤崎2009），ごく一部の自治体による手当制度の採
用・実施にとどまっているのが現状である（菊池2010）。女性への介護負担の
偏りを是正するという主張の意図は至極全うなものであるが，家族支援者の多
様化が進んでいる今日的状況において，上記の主張が家族介護者への公的支援
を遅れさせる結果をもたらしてしまうという皮肉な現象が，そこには見受けら
れる。
一方で近年では，特に子育て支援研究において家族が積極的にケアへ向かお
うとする志向が注目されており（松木2013），家族ケアを公的サービスで代替
するだけでなくケアを担う家族への公的支援が主題化しつつある（井口2010）。
本稿冒頭で紹介したように，家族の面倒を自分で見たいという志向性は子育て
領域のみならず高齢者介護領域にも共通するものであり，それを裏付ける実証
研究も近年報告されている。例えば，津止（2010）が2006（平成18）年に実
施した男性介護者調査によれば，日々の介護を負担に感じているという回答者
のほうが，負担を感じないという回答者よりもずっと介護に「喜びを感じる」
と回答する割合が高いという。津止はこのような調査結果を「介護感情の両価
性」と表現し，介護の負担と介護による喜びが瞬時に交錯する家族介護の独特
の実態の現われと解釈している（津止2010：16）。このような家族介護者の抱
えるリアリティを念頭に置くと，家族の介護負担を単にホームヘルパーの労働
で代替するということではなく，家族介護者の気持ちを支えるような別の介護
支援の形も同時に考えられるべきといえる。
これらの研究動向をふまえつつ，要介護者支援／介護者支援の位置づけを理
論的にどのように再整理するかが，現在大いに問われている。そこで，規範理
論の面からケアの本質を追究した上野千鶴子の立論を手がかりにしながら，介
護者支援の問題構造について整理してみたい。
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4－3 ケアする（しない）権利とケアされる（されない）権利
先述したように，規範意識によって女性に子育てや介護の負担を強いるよう
な従来の日本のケアのあり方は，実質的な点からも大きく覆されつつある。こ
のような中で，あらためてケアとは何であるべきかを問うたのが，上野千鶴子
である。
上野は，ケアの本質を論じる従来の哲学や倫理学，教育学における議論が多
くの場合，一方でケアの内容を脱ジェンダー化して論じつつ，他方で無条件で
良い行為であるケアを結果的に女性が担うよう誘導するような論理構造をとっ
ていることを強く批判する。その上で，ケアの価値や意味が歴史文脈的に規定
されることを意識しつつケアの有り様を規範的に論じるために，上野が採用し
たのが「ケアの人権アプローチ」である。具体的には，ケアの権利を①ケアす
る権利，②ケアされる権利，③ケアすることを強制されない権利，④ケアされ
ることを強制されない権利の4つに分解した上で，それぞれが各人に充足され
るための社会的条件を探求するというアプローチ4）である（上野2013：60－62）。
上野はこの枠組みに沿いつつ，ケアする権利を選んだ者に対する所得保障や，
就業保障や介護保険のような代替選択肢の用意等によって，ケアする権利／ケ
アを強制されない権利を保障する必要を訴えている。
また上野は，ケアする側以上にケアをされる側の権利の保障に細心の注意を
払う。なぜなら，多くの場合ケアの受け手はケアを受ける必然性からケア関係
からの退出が不自由であることが大半であり，ケアをする側とされる側の間に
は決定的な非対称性が存在するからである。それゆえに，虐待に例示されるよ
うな家族介護の暗部から距離を置けるようなケアされる側の権利の保障のしく
みが求められる。この点に関して，第三者による権利擁護のしくみのほか，ケ
アする側／される側の対等性担保のための金銭的な契約関係の必要を指摘して
いる（上野2013：63）。
このように，権利の所在と保障という面からケアをめぐる問題構造をあぶり
だす上野の論理展開は非常に明快であり，日本における介護問題のマクロな構
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造を見出す上で有効なアプローチであることには違いない。一方で今後の課題
を挙げるとすれば，よりケアの現場に近い視点に立った際の「落としどころ」
をどのように見つけるかという点が，課題の一つに挙げられよう。つまり，上
野が例示する児童虐待のように「ケアをする側とされる側との非対称性」が明
確な場合と異なり，本稿冒頭で紹介したヤングケアラー問題のように，どちら
が弱者なのかが不透明な場合に生じうる齟齬，言い換えれば，する側／される
側の間に横たわるグレーゾーンに対して，今後どう具体的な問題設定を行うべ
きかという点である。
例えば，要介護者側が「まさに」家族の手による介護を求める一方で，（介
護を期待される）家族側では，（本人自身の意思にかかわらず）介護負担を忌
避すべき事情を抱える際に，両者の権利を共に生かす道を探るのは容易ではな
い。5）さらに先述の津止（2010）の指摘にみられるように，介護当事者が介護そ
のものに対してしばしば両価的感情を抱くことを念頭に置いた場合，権利とい
うキーワードのみで問題の所在を切り分けることは困難である。6）これらに例示
される，より複雑なケアの相互関係を念頭に置いた場合，それをどのように問
題化した上で，両者がより納得できる文脈や構造をどう見出すかという課題に
対して，今後分析・考察を進める必要があると思われる。
この点に関連して，ケアにおける家族の逃れがたさがいかにして生じるかに
ついての論考も近年目立っている。例えば土屋葉は，家族内のケアの担い手が
限界にいたるまでケアを引き受けてしまうことの背景としての「（ケアという
行為の）代替（不）可能性」を論じる中で，外部サービスに対する被支援者の
不信感や，当事者たちによる「濃密な関係」に基づくケアへの欲求によって，
専門性を有する支援者が代替として機能しないケースに言及する（土屋2013：
27－32）。介護職に高い専門性や社会的評価を与えることで，家族の負担を福祉
専門職が代替できるようにすべきという意見が，かねてから在宅介護の現場で
唱えられているが，上記の問題はそれだけでは片付かない深刻な現場の事情を
暗示している。
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また井口高志は，外部専門家による目の行き届かなさ，介護当事者が期待す
る介護の効率性等から（家庭内で）閉じざるを得ない諸事情があることにふれ
つつも，他方では閉鎖的なケア関係を通じて介護する側が介護される側と自己
を同一化する状況に陥ってしまうことの危険性を指摘する。その上で，要介護
者本人に「家族のために外に出て仕事しましょう」等のストーリーを活用しつ
つ外出を促す等，家族介護者たちの「閉じることを（外部の支援者が）うまく
いなしていくようなやり方（カッコ内筆者）」（井口2013：59）を通じて，家
族介護者支援を円滑化する実践を紹介し，家族の「逃れられなさ」に対するひ
とつの解答を試みている。
このように，家族介護者支援の現場ではしばしば，明快な理屈では割り切れ
ない当事者の心理的葛藤を避けられない場面に遭遇する。このような諸矛盾を
乗り越えていくために，単なる介護負担の代替という域を超えて，全体社会の
制度レベルでの介入から，より介護現場に近い形での介入まで，幅広い形で介
護者支援のあり方が検討される必要があろう。
5．今後の日本の道筋 －介護者に優しい社会づくりへ－
春日井典子は，要介護者の意思を尊重しつつ，関与者の個人的選好がそれぞ
れの立場で表明され介護関与者同士で話し合われることになる結果として，介
護関与者の合意に基づいて決定される介護のあり方を「介護ライフスタイル」
と名付け，具体的に次のように定義している。第一に，要介護者の意思を尊重
し配慮しながら，介護関与者それぞれの自己実現を目指して民主的に行われる
共同選択の結果形成であること，第二に，閉鎖的な構造を持つのではなく，外
部から常に適切な生活環境情報を取り入れ再構築されることを前提とするこ
と，第三に絶え間ない交渉による再構築を前提とすること，そして最後に，介
護関与者の対自的自己言及により，新たな共有感情や価値観，生活目標をもた
らすものであることである（春日井2014：57－59）。
嫁に介護責任を負わせる介護規範のみであらゆる問題の解決が図られてきた
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昔と異なり，本稿の最初に述べたように，様々な続柄の介護者が介護に関与し
なければならない今日的状況下において，要介護者と介護者双方の意思が尊重
される条件づくりが現在切実に求められている。介護という営みが要介護者と
介護者の相互行為によって成り立つ以上，春日井が述べるような両者の民主的
な交渉が担保されうる，また当事者たちが閉鎖的環境の中で窮することの無
い，社会全体のしくみをいかに構築していくかが今後の大きな課題となる。
問題解決に向けての今後の手掛かりとして第一の論点は，労働とケアを両立
できる全体社会的な仕組みの構築であろう。上野（2012）がケアの権利アプロ
ーチを通じて課題を整理したように，介護当事者の意思が尊重されるために
は，本人への経済的支援や代替サービスの充実化による選択肢の確保が不可欠
である。津止（2015）はそれが成り立つための条件を介護者と要介護者の両側
面から次のように提示する。すなわち，①両立支援の対象となる労働者像の明
示とより柔軟な働き方の開発と普及，及び②両立支援の対象となる介護者像の
明示と多様な介護サービスの開発と普及の二点である。これまでの我々の社会
が生産労働と再生産労働の両立をほぼ前提としていなかったことへの反省をふ
まえ，男性女性の区別なく個々の当事者が支援を受けることができる体制づく
りが求められる。従来日本で実施されてきたケアと仕事の両立を支援する制度
の代表例として1995（平成7）年に成立した「育児・介護休業制度」が挙げ
られる。同制度では，要介護状態にある対象家族1人につき，通算93日間休
業することが可能であるほか，介護休業中の所得補償としての介護休業給付金
も用意されている。しかし，育児休業の場合と異なり介護の必要は急に発生し，
且つ介護期間が長期化・不確実的であることを考えると，上記にとどまらない
持続的な就業を補償する社会的支援のしくみが必要であろう。7）
第二の論点としては，より介護の現場に近いところで，介護の負担を分かち
合えるネットワークをいかに構築していくかという点が挙げられる。4－3節
では，家族によるケアの逃れがたさという点から土屋や井口の論考を紹介し
た。両者に共通するのは，ケアという行為が対象者の個別性に深く踏み込むも
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のであるが故に，単純に外部者が介入する形での解決は容易でないという指摘
であった。本稿冒頭のヤングケアラーの例でも示したように，介護者本人の抱
える精神的負担は容易な言語化が難しく，時には福祉の専門職であっても共有
化が困難な場合さえある。しかし一方で，より持続的なケアの蓄積を通じて，
開かれた形でのケアの実現可能性を予感させる点でも，両者は共通していた。
この両者の示す解決方針をより現実化する上で，春日井典子の論考は非常に
示唆的である。春日井（2014）は，（家族としての血縁の有無にかかわらず）介
護を目的として直接結合の単位で構成されるネットワーク内の小集団のことを
「介護クリーク」と呼び，この小集団内のメンバーが介護という目的共有のも
とで協力し合う結びつきのもとで，徐々に広い意味での「家族」として互いに
同一化し合うプロセスに，「介護ライフスタイル」のモデルを見出している。8）
実際に3章で紹介したヨーロッパ諸国の先進事例では，家族介護者のみなら
ず近隣住民等を含めてインフォーマル介護者とし，介護の現場を担ううえで欠
かせない資源として位置づけている。専ら家族のみにケアの責任を負わせるの
ではなく，また単に家族の代替としてホームヘルパーを配置・派遣するのでは
なく，家族や地域住民，福祉専門職がそれぞれに役割を果たしながら要介護者
を見守っていけるような介護ネットワーク構築の方法論が問われている。
この介護ネットワークの構築に向けての主たる担い手のひとつが，全国各地
にある NPO団体である。現在各地で叢生する子育てサークルや高齢者介護の
ための NPO団体が，メンバーの私的な利害を出発点としながらも，それを超え
て生活の共通基盤を共につくっていく可能性を秘めているとして，セミフォー
マルな主体の果たす役割が注目されている（天野1996，藤崎2003）。また実際
にイギリスでは，ボランティアや NPOが社会サービス領域において，新しい
サービスの開発等のパイオニアとしての役割を果たしていることも報告されて
いる（三富2000）。
一方で「介護クリーク」概念を提示する春日井は，若年時に親密な関係性を
構築する努力を怠ってきた人的資源の乏しい高齢者にとって，自分の望むよう
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なケアが得られ難いという問題が生じうることにも目を向ける。このような場
合，近親者との「共感性」に代わって，地域社会における「共感性」の理念か
ら彼らを支援する必要があるが，このような共感性の構築には長い時間を必要
とする点から，住民参加型の NPO活動等の地道な努力が求められるであろう
と春日井は指摘する。
このように，安心して介護をゆだね合えるためのネットワークの構築は一朝
一夕に片のつく問題ではない。当該プロセスの展開を促進するための，また阻
害要因を打ち破るための諸要因の探求も，今後の課題のひとつといえよう。
注
1）ちなみに最近では，厚生労働省からやっとこの面についての配慮が見られるようになり，
「同居家族の有無のみを判断基準として，一律に予防給付の支給の可否を機械的に判断す
るのではなく，個々の利用者の状況に応じて，適切に判断されたい」との通達が出されて
いる（津止2015）。
2）介護保険を検討するにあたっての家族介護をめぐる政策論議を振り返って，岩間大和子
は家族介護の評価や公的支援のあり方に関する政策の基本的議論があまり見られず，もっ
ぱら家族介護者への現金給付の是非に議論が絞られたと総括している（岩間2003：16－17）。
3）ちなみに介護保険制度が成立する以前から，日本では地方自治体が独自に行う形で介護
手当支給が実施されていた。厚生労働省による調査結果である「都道府県における家族介
護に対する現金給付の実施状況」によれば，23都道府県での実施実績があり，21万5千
人がその支給対象となっていたという（倉田2012：97）。
4）この上野による人権アプローチの四元モデルは，メアリ・デイリーらが直感的に示した
ケアの三元モデルの改良版である。デイリーらが設けなかった「ケアされることを強制さ
れない権利」を上野が盛り込んだ理由は，①ケアの概念をもっぱらケアする側に帰属する
誤りを正すこと，及び②ケアされる側にとって無条件に良きものであると解する誤りを正
す点にある（上野2013：62）。
5）また自立生活を営む障害者の介護場面に多く見られるように，障害者側が相手に非金銭
的関係を求める一方，介助者側が金銭・契約的関係を相手に求めるといった齟齬は，他の
福祉領域においても往々にして生じうるケースである。
6）この点に関しては，中根（2006）が「ケアへ向かう力」というキーワードを用いつつ，
介護者自身がケアしたいという欲求への着目を促している。
7）なお斉藤真緒らは，この分野の先行研究が企業による支援策に偏りがちだったことに対
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し，企業外の要因にも配慮し，働く介護者の生活全体を包括的にとらえる「ワーク・ライ
フ・ケア・バランス」という視点を新たに提起している（斉藤・津止・小木曽・西野2014：
122－123）。
8）井口高志は，外部支援者による介入という形での開かれたケアの可能性を論ずる一方，
講演会やテレビ出演という形での認知症患者の「公共の場への現われ」に対しては強い危
惧の念を示す。認知症患者の講演会に出席した妻が，自分の意に沿わない賞賛を浴びるこ
とに強い違和感を持ったというエピソードを例示しつつ，私的領域のあり方を一方的に公
的領域に示す形での「開かれたケア」の持つある種の危険性を指摘する（井口2013：64－
69）。この井口の指摘は，なぜ（より大きな社会的単位を前提としたしくみではなく）「介
護クリーク」でなければならないかを考える上でとても参考になる。
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